
２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

実績値 計画値

実績値 計画値

所見
令和４年度より行政評価制度を一新したため、来年度以降、検証していくこととする。

-

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 事業改善率
前年度との比較

単年度達成率 - - - - -

20
単年度実績値 15.5
単年度目標値 20 20

指標数値のめざす方向 増加
年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6

（１）成果指標

指標名 事業改善率
単位 ％

7,556,915
一般財源２ 16,053,040 2,355,000 2,355,000 2,355,000
一般財源１ 22,432,401 11,917,345 7,556,915

0 0
その他 0 0

0 0
県支出金 0 0

特
定
財
源

国庫支出金

市債

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

7,556,915

単位：人、円　

フルコスト 22,432,401 11,917,345 7,556,915

5,201,915
事業費計 16,053,040 2,355,000 2,355,000 2,355,000
人件費計 6,379,361 9,562,345 5,201,915

0.68
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.94 1.25 0.68

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

単位：人、円　

社会の変化に対応する組織と体制の充実

基 本 方 針
社会の変化に適切に対応した個性的で自立したまちづくりを推進します。
また、職員の意識改革と資質の向上を図り、効果的・効率的な行政経営を推進します。

施 策 の 方 針
行政評価により、各施策の進捗状況の把握及び評価を行うことで、適切な行政経営を推進します。
また、公共施設の計画的なマネジメントにより、施設を適切に管理します。

主 管 部 局 企画総務部　企画広報課 関 連 部 局 総務課

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 安定した持続可能な行政経営
基 本 施 策 社会の変化に対応する組織と体制の充実

取り組み事項　 行政改革を推進する

           施策評価シート 年度

3１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 まちづくりを進める土台を強化する 



行政改革事業

Ｃ：改善・見直しの上で継続 Ｃ：改善・見直しの上で継続

B委員の募集方法・開催方法についてもさらに検討を進めた上
で、引き続き、行政改革事業を推進していく。

行革推進委員会の運営手法等について検討を進め、引き続
き、行政改革事業を推進していくべきと考える。

行政評価シス
テム推進事業

Ｃ：改善・見直しの上で継続 Ｃ：改善・見直しの上で継続

B新たな総合計画の開始に伴い、評価体制についても見直しを
図りながら、評価することでよりよい事業への改善を図れるよう
な仕組みづくりを研究しながら、継続する。

評価体制について見直しを図りながら、よりよい事業への改善
を図れるような仕組みづくりを継続する。

教育特区事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

B
特区制度を活用して、学校が設置され一定の成果を挙げてい
る。また、学校運営は民間、学校の評価については、学校設置
審議会を活用と役割が明確化されており効率的に実施できて
いる。

特区制度に基づく学校設置に関して、一定の成果があるものと
考える。また、学校運営に関しても効率的に実施できているも
のと考える。

構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見



第三者評価委員会意見

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

施策の方針に対する実績、
指標の達成状況の分析、
今後の課題・方向性

行政評価制度により、庁内全体での事業の優先度を決め、予算へ反映する仕組みを検討す
る。また、社会の変化に対応した行政改革を推進し、質の高い行政サービスにつなげる。

今年度の成果等

新たな総合計画の開始に伴い、行政評価についても評価体制についても見直しを図った。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

はい

構成事務事業に課題はな
いか

ない

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況
0% 低 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等
令和４年度より行政評価制度を一新したため、来年度以降検証していく。

事業改善率 77.5%

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

総合計画策定事業



２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

実績値 計画値

実績値 計画値

所見
職員研修においては、相生市人材育成基本方針に基づき、社会情勢の変化に対応する人材を育成する
ため、庁内の管理・監督職から委員を選定した研修委員会を開催し、高い研修効果を得られるよう、各研
修の内容について検討・見直しを図った。結果として、受講対象者に対して、適正に研修を実施し、研修
後の受講者の理解度・達成度も高く、目標を達成できた。

-

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 階層別研修において「研修のねらいに対する受講者の理解度・達成度」70％以上の割合
前年度との比較 ↓：低下

単年度達成率 107.37% 122.12% 114.37% - -
単年度実績値 85.9 97.7 91.5
単年度目標値 80 80 80

指標数値のめざす方向 増加
年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6

（１）成果指標

指標名 階層別研修において「研修のねらいに対する受講者の理解度・達成度」70％以上の割合
単位 ％

0
一般財源２ 3,921,726 32,281,000 0 0
一般財源１ 40,484,298 65,875,155 0

0 0
その他 21,971,999 1,581,000 0 0

0 0
県支出金 0 0

特
定
財
源

国庫支出金

市債

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

0

単位：人、円　

フルコスト 62,456,297 67,456,155 0

0
事業費計 25,893,725 33,862,000 0 0
人件費計 36,562,572 33,594,155 0

0.0
会計年度任用職員数 1.0 1.0 0.0 0.0
正規職員数 5.18 4.2 0.0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

単位：人、円　

社会の変化に対応する組織と体制の充実

基 本 方 針
市民ニーズの多様化・複雑化などの社会の変化に適切に対応するため、職員の意識改革と資質の向上を図り、効果的・
効率的な行政経営を推進します。

施 策 の 方 針
職場研修、人事考課、昇任などを通じて、職員が常に学び、チャレンジできる職場風土を目指すとともに、各職員がコスト意
識を持ちつつ、職務と職責を最大限発揮できる状態を目指します。また、市民に対し公平なサービスを提供するため、厳正
な服務規律の確保に努めます。

主 管 部 局 企画総務部　総務課 関 連 部 局

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 安定した持続可能な行政経営
基 本 施 策 社会の変化に対応する組織と体制の充実

取り組み事項　 職員の資質向上を図る

           施策評価シート 年度

3１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 まちづくりを進める土台を強化する 



構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見



第三者評価委員会意見

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

施策の方針に対する実績、
指標の達成状況の分析、
今後の課題・方向性

研修計画に基づき、役職に応じた階層や経験年数等に合わせた研修体系により、計画的に
研修を実施した。派遣研修では、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、オンラインによ
る開催の研修もあったが、計画していた各研修に職員を派遣することができた。
また、相生市人材育成基本方針に基づき、社会情勢の変化に対応する人材を育成するため、
庁内の管理・監督職から委員を選定した研修委員会を開催し、高い研修効果を得られるよう、
各研修の内容について検討・見直しを図った。結果として、受講対象者に対して、適正に研修
を実施し、研修後の受講者の理解度・達成度も高く、施策成果指標において、概ね目標を達
成できた。
今後については、更なる職員の資質を向上し、社会情勢の変化や市民ニーズに沿った内容と
なるよう、研修委員会や、受講アンケート結果を活用し、研修メニュー、研修機関等の検討・見
直しを常に行い、研修の効果を高めていく。

今年度の成果等

研修計画に基づき、市が行う単独研修では、延べ３１０人受講した。また、兵庫県自治研修所
等への派遣研修においては、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、オンラインによる開
催の研修もあったが、計画していた各研修へ職員を派遣し、延べ１１０人が受講することによ
り、職員の資質の向上に努めた。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

はい
研修計画に基づき、計画していた研修を実施することができた。また、実施する研修の内容に
ついて精査することができたため、受講者の理解度・達成度も高かった。

構成事務事業に課題はな
いか

ある
更なる職員の資質の向上のため、引き続き研修メニューの充実を図り、内容について精査す
る必要がある。

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況
105.48% 高 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等
新型コロナウイルス感染拡大の影響が懸念されたが、Ｗｅｂ会議システムを利用し、オンラインによる受講
に置き換わったため、概ね計画通り研修を実施することができた。また、研修委員会等において、実施す
る研修の内容を精査することができたため、研修後の受講者に対するアンケートにおいても、理解度・達

階層別研修において「研修のねらいに対する受講者の理解度・達成度」70％以上の割合114.37% ↓：低下 114.37%

職員研修実施率 96.6% ↑：向上 96.6%

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

福利厚生事業

労務管理事業

職員研修事業

遺族年金事業

文書事務管理事業

評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

情報公開・個人情報保護等事業

人事給与管理事業



２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

実績値 計画値

実績値 計画値

所見
令和４年度末を目途に「自治体DX推進計画」に示された、子育て・介護等の「特に国民の利便性の向上
に資する行政手続(27手続)」について、マイナポータルからマイナンバーカードを用いたオンライン手続を
可能にする。

-

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 行政手続オンライン化率
前年度との比較

単年度達成率 - - 19.6% - -

70
単年度実績値 9.8
単年度目標値 50 50 60

指標数値のめざす方向 増加
年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6

（１）成果指標

指標名 行政手続オンライン化率
単位 ％

0
一般財源２ 87,223,231 103,406,000 0 0
一般財源１ 100,185,552 122,823,625 0

0 0
その他 0 0

0 0
県支出金 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 1,064,000

市債

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

0

単位：人、円　

フルコスト 101,249,552 122,823,625 0

0
事業費計 88,287,231 103,406,000 0 0
人件費計 12,962,321 19,417,625 0

0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.2 0.0 0.0
正規職員数 1.91 2.5 0.0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

単位：人、円　

社会の変化に対応する組織と体制の充実

基 本 方 針
人口減少社会、少子高齢化の進行、市民ニーズの多様化・複雑化などの社会の変化に適切に対応した個性的で自立した
まちづくりを推進します。
また、職員の意識改革と資質の向上を図り、効果的・効率的な行政経営を推進します。

施 策 の 方 針
行政サービスの向上とともに、業務を効率的かつ正確・迅速に進めるため、各分野における情報システムの整備及び維持
管理を計画的に行います。

主 管 部 局 企画総務部　企画広報課 関 連 部 局

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 安定した持続可能な行政経営
基 本 施 策 社会の変化に対応する組織と体制の充実

取り組み事項　 電子自治体の推進

           施策評価シート 年度

3１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 まちづくりを進める土台を強化する 



高度無線環境
整備推進事業

Ｅ：廃止 Ｅ：廃止

A令和4年1月31日付け実施事業者の完了報告をもって事業目
的を達成したため。

事業目的を達成したため。

構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見



第三者評価委員会意見

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

施策の方針に対する実績、
指標の達成状況の分析、
今後の課題・方向性

スマートフォン等を利用して、いつでもどこでも行政手続きができる取組みや、窓口においても
待ち時間の短縮や、書面手続きの負担軽減に向けた取組みを進める。

今年度の成果等

急速な情報通信技術の高度化や、「新しい生活様式」へのライフスタイルの変化に対応したデ
ジタル社会の実現に向け、インフラの基盤となる光ファイバの未整備地区の解消を図った。
また、基幹系システム及び情報系システムについては、インターネット接続から完全分離され
た三層分離による運用・管理を徹底し、セキュリティの確保に努めた。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

はい
光ファイバ未整備地区解消を目的とした、インフラ整備事業を予定通り実施した。

構成事務事業に課題はな
いか

ない

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況
19.6% 低 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等
令和４年度末を目途にオンライン化を予定している「特に国民の利便性の向上に資する行政手続(27手
続)」に関するシステム構築準備を進めた。

行政手続オンライン化率 19.6% 12.25%

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

基幹系システム管理運営事業

情報系システム管理運営事業



２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

実績値 計画値

実績値 計画値

所見
播磨連携中枢都市圏において、広域的な行政需要に対応するため引き続き連携事業を実施していく。

-

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 連携事業数
前年度との比較 →：維持

単年度達成率 100% 100% 100% - -

39
単年度実績値 39 39 39
単年度目標値 39 39 39 39 39

指標数値のめざす方向 維持
年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6

（１）成果指標

指標名 連携事業数
単位 事業

0
一般財源２ 378,039,973 398,900,000 0 0
一般財源１ 378,990,089 400,123,977 0

0 0
その他 10,464,229 15,155,000 0 0

0 0
県支出金 0 0

特
定
財
源

国庫支出金

市債

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

0

単位：人、円　

フルコスト 389,454,318 415,278,977 0

0
事業費計 388,504,202 414,055,000 0 0
人件費計 950,116 1,223,977 0

0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.14 0.16 0.0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

単位：人、円　

社会の変化に対応する組織と体制の充実

基 本 方 針
人口減少社会、少子高齢化の進行、市民ニーズの多様化・複雑化などの社会の変化に適切に対応した個性的で自立した
まちづくりを推進します。

施 策 の 方 針
近隣市町との共通課題に対応するため、広域的な情報ネットワークを形成し、広域的な解決を図るとともに、事務の効率化
を推進します。

主 管 部 局 企画総務部　企画広報課 関 連 部 局

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 安定した持続可能な行政経営
基 本 施 策 社会の変化に対応する組織と体制の充実

取り組み事項　 広域行政を推進する

           施策評価シート 年度

3１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 まちづくりを進める土台を強化する 



構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見



第三者評価委員会意見

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

施策の方針に対する実績、
指標の達成状況の分析、
今後の課題・方向性

複雑多様化する社会の変化に迅速に対応するため、また、広域的な行政需要に対応するた
め、引き続き、広域的なネットワークを維持するとともに、新たな課題に対して、広域的に対応
し、持続可能で十分な市民サービスを提供できる組織を目指す。

今年度の成果等

姫路市を中心市とした８市８町による連携中枢都市圏を構成し、単独市では対応が困難なも
のや共通課題の解決に向け、専門部会を立ち上げるなど、連携した取り組みを進めている。
また、各種要望についても、広域的な枠組みで行うことで、効率的に実施できている。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

はい

構成事務事業に課題はな
いか

ない

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況
100% 高 Ａ：順調
達成状況の原因分析、説明等
播磨連携中枢都市圏において、広域的な行政需要に対応するため引き続き連携事業を実施していく

連携事業数 100% →：維持

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

安室ダム水道用水供給事業

西播磨水道企業団事業

広域行政事業

評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

西はりま消防組合事業

特定用地管理委託事業



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 286.95% - -

前年比 - - - - - -
単年度実績値 66

令和6年度
単年度計画値 23

単位 世帯
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 光ファイバ敷設後の光回線契約世帯数

0
事業費計－特定財源 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 542,924 0 0

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

0

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 542,924 0 0

0

事業費計 0 0 0 0

人件費計 542,924 0 0

0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.08 0.0 0.0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要
国の高度無線環境整備推進事業（令和２年度第２次補正）を活用し、市が一部費用を負担することで、民
設民営方式により、高速ブロードバンドサービスの利用に必要な光ファイバ網を敷設する。

対象 光ファイバ未整備地区（矢野地区の一部）

目的
光ファイバ敷設率は99.21％であり、急速な情報通信技術の高度化や、「新しい生活様式」へのライフスタイ
ルの変化に対応するため、デジタル社会の実現に向けたインフラの基盤となる光ファイバの未整備地区の
解消を図る。

部名 企画総務部 課名 企画広報課
事業の開始 令和2年度 終了年度 あり 令和3年度

まちづくり目標 まちづくりを進める土台を強化する 施策 安定した持続可能な行政経営
基本施策 社会の変化に対応する組織と体制の充実 取り組み事項 電子自治体の推進

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 0102030003 事務事業名 高度無線環境整備推進事業



所見 事業目的を達成したため。

所見 令和4年1月31日付け実施事業者の完了報告をもって事業目的を達成したため。

休止・廃止となったときの
影響

事業目的達成済み

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｅ：廃止

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｅ：廃止

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

対象地域世帯に対し、チラシを配布するとともに、敷設事業者による訪
問説明を実施。

なし

(2) 総合評価

効率性 A：効率性が高い
国補助を活用した民説民営方式での実施により、高い効率性を担保し
た。

なし

改革・改善プラン
達成度

B：比較的改革
改善効果がある

オンラインによる行政サービス等を全ての市民が享受できる。 なし

妥当性 A：妥当性が高い
デジタル社会の実現に向けた情報通信基盤の整備は、社会情勢や市
民ニーズに適している。

なし

有効性
B：比較的有効で

ある
オンラインによる行政サービス等を全ての市民が享受できる。 なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 59.1

令和6年度
単年度計画値 68

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 光ファイバ敷設費用に対する市負担割合
単位 ％



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 110% 112.63% 85.78% - -

前年比 - 102.39% 76.16% - - -
単年度実績値 209 214 163

令和6年度
単年度計画値 190 190 190 190 190 190

単位 人
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】株式会社立高等学校卒業者数

116,000
事業費計－特定財源 38,500 116,000 116,000 116,000

フルコスト－特定財源 1,803,004 3,252,449 116,000

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

116,000

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 1,803,004 3,252,449 116,000

0

事業費計 38,500 116,000 116,000 116,000

人件費計 1,764,504 3,136,449 0

0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.26 0.41 0.0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

法律・政令・省令,条例・規則・要綱

構造改革特別区域法・相生市教育特区学校設置審議会条例

実施の概要
株式会社立の通信制高校に係る経営状況や学校運営について、相生市教育特区設置審議会をして、毎
年度調査審議を行う。

対象 特区で事業を実施しようとする者

目的
株式会社立の通信制高校に係る経営状況や学校運営について、毎年度調査審議等を行うことで、地域の
特性を生かした教育を持続可能なものとする。

部名 企画総務部 課名 企画広報課
事業の開始 平成20年度 終了年度 なし

まちづくり目標 まちづくりを進める土台を強化する 施策 安定した持続可能な行政経営
基本施策 社会の変化に対応する組織と体制の充実 取り組み事項 行政改革を推進する

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 060102010001 事務事業名 教育特区事業



所見 0

所見 0

休止・廃止となったときの
影響

0

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 0

総合評価

0

(3)方向性評価(担当者)

方向性 0

透明性 0 0 0

(2) 総合評価

効率性 0 0 0

改革・改善プラン
達成度

0 0 0

妥当性 0 0 0

有効性 0 0 0

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 184.2105 179.9065 11,061.3742

令和6年度
単年度計画値 202.6316 202.6316 9,489.4947 17,118.1526 610.5263 610.5263

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 卒業生一人当たりのフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - - 127.04% - - -
単年度実績値 12.2 15.5

令和6年度
単年度計画値 20 20 20

単位 ％
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】事業の改善率

5,940,439
事業費計－特定財源 15,968,440 2,192,000 2,192,000 2,192,000

フルコスト－特定財源 19,293,852 6,628,928 5,940,439

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

5,940,439

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 19,293,852 6,628,928 5,940,439

3,748,439

事業費計 15,968,440 2,192,000 2,192,000 2,192,000

人件費計 3,325,412 4,436,928 3,748,439

0.49
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.49 0.58 0.49

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

行政評価システム推進事業
相生市行政評価第三者評価委員会設置要綱

実施の概要
行政活動を妥当性、有効性、効率性などの面から客観的に評価し、その評価結果を行政運営に反映させ
るため全事務事業及び施策について評価を行う。また、第三者評価委員会を開催し、外部からの客観的な
評価を行う。

対象 庁内組織

目的
行政評価により、事務事業等の目的や方向性を各担当及び第三者の目線で評価することで、適切な行政
経営を推進する。

部名 企画総務部 課名 企画広報課
事業の開始 平成15年度 終了年度 なし

まちづくり目標 まちづくりを進める土台を強化する 施策 安定した持続可能な行政経営
基本施策 社会の変化に対応する組織と体制の充実 取り組み事項 行政改革を推進する

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 060102010002 事務事業名 行政評価システム推進事業



所見 0

所見 0

休止・廃止となったときの
影響

0

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 0

総合評価

0

(3)方向性評価(担当者)

方向性 0

透明性 0 0 0

(2) 総合評価

効率性 0 0 0

改革・改善プラン
達成度

0 0 0

妥当性 0 0 0

有効性 0 0 0

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 81,013.1148 1,244,764.6452

令和6年度
単年度計画値 331,446.4 297,021.95 297,021.95

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 事業改善１％あたりのコスト
単位



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - 26.98% - - - -
単年度実績値 -250,169 -67,506

令和6年度
単年度計画値 0 0 0 0 0 0

単位 千円
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】実質単年度収支

1,500,476
事業費計－特定財源 46,100 47,000 47,000 47,000

フルコスト－特定財源 1,335,545 2,035,968 1,500,476

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

1,500,476

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 1,335,545 2,035,968 1,500,476

1,453,476

事業費計 46,100 47,000 47,000 47,000

人件費計 1,289,445 1,988,968 1,453,476

0.19
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.19 0.26 0.19

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画 第４期行財政健全化計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市行政改革推進本部設置要綱
相生市行政改革懇話会設置要綱

実施の概要
市民ニーズの多様化・複雑化するなどの社会の変化に適切に対応し、効率的･効果的な行政経営を行うた
めに、庁内での評価・検討に加え、市民感覚での評価も行うため、第三者評価も実施する。

対象 行政の運営・経営方法

目的
市民ニーズの多様化・複雑化するなどの社会の変化に適切に対応するため、効率的･効果的な行政経営
を行うことを目的としている。

部名 企画総務部 課名 企画広報課
事業の開始 平成7年度 終了年度 なし

まちづくり目標 まちづくりを進める土台を強化する 施策 安定した持続可能な行政経営
基本施策 社会の変化に対応する組織と体制の充実 取り組み事項 行政改革を推進する

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 060102010004 事務事業名 行政改革事業



所見 0

所見 0

休止・廃止となったときの
影響

0

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 0

総合評価

0

(3)方向性評価(担当者)

方向性 0

透明性 0 0 0

(2) 総合評価

効率性 0 0 0

改革・改善プラン
達成度

0 0 0

妥当性 0 0 0

有効性 0 0 0

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値

令和6年度
単年度計画値

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１
単位


